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＜2002年＞ 

 人口                     681.6万人  財政会計年度     ４月～３月

                            (東京都の約１/２）  為替制度          カレンシー・ボード制

 一人当たりＧＤＰ   24,013ドル  通貨                 香港ドル

 産業構造(ＧＤＰ構成比） １次産業   0.1％ 1米ドル＝7.799香港ドル

２次産業  13.4％

      　　　　　　      ３次産業  86.5％ 面積1,101ｋ㎡(東京都の約１/２）
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＜香港経済のこれまで＞

 

＜2002年の経済＞ 

2002年の経済成長率は、通年では前年比2.6％増となった。１～３月期はアメリカ経済減速の

影響を受けて前年同月比0.5％減と落ち込んだが、10～12月期には5.0％増と急速な回復をみせ

た。しかし、国内需要は減少しており、民間消費は年平均1.6％減、総固定資本形成は同4.4％

減となった。景気を支えたのは輸出で、2002年後半から中国向けの輸出が増えたことや、ドル

安の下でドルペッグしている香港ドルが他のアジア通貨に比べて安くなったことから、輸出の

競争力が高まった。 

物価をみると、消費者物価上昇率は中国本土からの低価格製品の流入等から2001年後半より

前年比１％台の下落となり、デフレが続いている。失業率は7.3％に上昇し、80年代の統計開始

以来、最高値となった。 

 

 

 



90年代 2001年 2002年 2003年
（91～00年) 政府 ＡＤＢ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 4.4 0.6 2.3 3.0 2.0 3.0 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 4.2 1.4 ▲ 1.6 0.0 ― ― 平均
  総固定資本形成 同上 5.7 2.9 ▲ 4.4 0.9 ― ― 2.8
製造業生産 同上 ▲ 1.7 ▲ 4.4 ▲ 9.8 ― ― ― 最大
消費者物価 同上 4.8 ▲ 1.6 ▲ 3.0 ▲ 1.5 ▲ 1.5 ▲ 1.6 3.2
失業率 ％ 3.2 6.2 7.3 ― 7.4 7.0 最小
経常収支 億米ドル 31 120 ― ― 180 2.0

（ＧＤＰ比） ％ ( 2.0) ( 7.3) ― (11.5) (10.9) （25社）
財政収支 億米ドル 21 ▲ 81 ▲ 90 ― ― ―
（ＧＤＰ比,年度） ％ ( 1.6) (▲ 5.0) (▲ 5.5) ― (▲ 5.7) (▲ 5.3)

(出所)香港特別行政区政府統計局。ただし財政収支及び政府見通しは"The 2003/2004 Budget"（2003年３月）発表。

　　　ＡＤＢ"Economic Development Outlook"（2003年４月）

　  　ＩＭＦ"World Economic Outlook"（2003年４月）による。

(注)1.2002年８月よりＧＤＰ統計が改訂されたため、2000年までと2001年以降は接続しない。

    2.消費者物価は所得階層別に３種類発表されており、これらを統合してＣＰＩ総合が公表されている。表中では

      ＣＰＩ総合を採用しており、都市部家計数の90％をカバーしている。また、91年から基準が変わっため、90年代

　　　平均は92～00年の平均。

    3.経常収支は97年以降しか発表されていないため、90年代平均は97～00年の平均。

香港の主要経済指標

 

 

＜2003年の経済見通し＞ 

2003年の経済成長率は、輸出が牽引する形で３％程度（民間機関25社の平均2.8％（2003年４

月時点））となる見込みである。民間機関の見通しは、半年前（2002年10月時点3.4％）に比べ

て下方修正されている。 

2003年３月からの重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の流行が香港経済に大きな打撃を与え

ている。４月現在、既に、香港国際空港発着便の大幅な減少、ホテル稼働率の低下等、航空、

ホテル、飲食業を中心とした観光分野での減収が見込まれている。更に、健康食品、保健用品

等一部の商品を除いて小売売上は落ち込んでいる。これを受け、2003年のＧＤＰ成長率を１～

２％台に下方修正する見方が多くなってきている。また、今後の世界経済の動向によっては輸

出の伸びが一層鈍化し、成長の足を引っ張るおそれもある。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政は、返還以来財政収支の赤字が続いており、2002年度にはＧＤＰ比5.5％となった。香港

政府は財政再建目標として、2006～2007年度までに経常ベースの財政収支の均衡を達成、公的

支出の削減（ＧＤＰ比、2002年度22.3％→20％）を行うとしている。 

歳入増加策としては、個人所得税、法人税、自動車登録税、空港利用税等の税率を引き上げ

ること、新たに出域税（香港を出国(域)する度に18香港ドルを徴税）等を設けることによって、

140億香港ドル（ＧＤＰ比1.1％）増を予定している。歳出削減のためには、公務員数の削減、

新規採用の凍結、給与削減などを行い、200億香港ドル（同1.6％）を削減することとしている。 

根本的な財政再建策として、消費税（ＧＳＴ）の導入が議論されているが、民間消費を更に

悪化させかねないとして、結論は出ていない。 

今後の経済政策としては、「大きな市場と小さな政府」、「香港を華南地域の中核都市に位置

付ける」、「人的資源とインフラの開発」、「重点産業（金融、運輸関連、観光業）の質の向上」、

「雇用機会の拡大」を挙げている。これらは現状の外需に依存した経済構造から、中国本土か

らの物的・人的資源を取り込んだ、内需主導型経済への転換を図るものである。 
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